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⚫ 再エネの導入拡大に伴い、円滑に系統接続を進めるため、既存系統を効率的に活用す
べく、平常時における系統混雑時の出力制御を条件に新規接続を許容するノンファー
ム型接続を進めてきた。

⚫ まずは、2021年１月より空き容量の無い基幹系統※において、ノンファーム型接続の
受付を開始した。また、基幹系統より下位のローカル系統においても、2023年４月よ
りノンファーム型接続の受付を開始した。さらに、系統混雑時については、再エネが優先
的に系統を利用できるよう、出力制御の仕組みを整理した。

⚫ 2023年6月末までに、ノンファーム型接続による契約申込みが約1,100万kW、その前
段階の接続検討が約5,880万kWとなるなど、再エネ等の円滑な接続が期待される一
方、発電事業者が将来的な事業収益性を適切に評価するためには、系統混雑による
出力制御の予見可能性を高めることが重要である。また、系統混雑により自然変動電
源の出力制御が実施された場合、その出力制御が適切であったかどうか、確認するこ
とも重要である。

⚫ 本日は、以下について御議論いただく。
（１）系統制約による自然変動電源の出力制御の短期見通しと今後の対策
（２）系統制約による自然変動電源の出力制御の事後確認
（３）一括検討プロセスによる増強待ち事業者の早期連系
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本日の御議論

※2022年４月より基幹系統の空き容量の有無にかかわらず、受電電圧が基幹系統の電圧階級である電源に対してノンファーム型接続を適用







【参考】エリア別・電源別のノンファーム型の接続検討・契約申込みの受付状況
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区分
北海道
NW

東北
NW

東京
PG

中部
PG

北陸
送配電

関西
送配電

中国
NW

四国
送配電

九州
送配電

沖縄
電力

合計
(参考値)

太陽光 172.0 388.4 469.3 81.0 5.8 6.0 39.0 5.6 75.0 0.0 1242.2

風力(陸上) 59.8 654.0 6.5 0.0 0.0 10.0 221.0 5.0 52.0 0.0 1008.2

風力(洋上) 436.0 1559.4 134.2 65.0 34.6 0.0 46.0 0.0 576.0 0.0 2851.2

バイオマス等 13.0 16.7 4.3 1.0 2.1 0.0 3.0 2.4 6.0 0.0 48.4

水力(揚水除く) 4.0 3.0 0.4 1.0 1.0 1.0 0.0 0.5 0.0 0.0 10.8

地熱 17.2 2.0 2.3 0.0 1.7 0.0 0.0 0.0 2.0 0.0 25.2

火力 0.7 0.0 19.1 0.0 0.0 61.0 13.0 0.0 95.0 0.0 188.9

その他 170.0 50.1 154.6 0.0 8.8 0.0 13.0 0.0 108.0 0.0 504.5

合計 871.0 2673.6 790.7 148.0 53.9 79.0 335.0 13.5 915.0 0.0 5879.7

単位：万kW

注1 各一般送配電事業者の2023.6末データより資源エネルギー庁集計
注2 ノンファーム型接続の容量は、ノンファーム型接続適用エリアでの受付を集計
注3 端数処理により、合計値が合わない場合がある
注4 新規連系以外（発電設備リプレースに伴う出力増減、同容量取替等）の申込み、地点重複の申込みを含む
注5 2021年1月13日以降の受付の累計（東京電力パワーグリッド含む）

＜接続検討の受付状況＞

区分
北海道
NW

東北
NW

東京
PG

中部
PG

北陸
送配電

関西
送配電

中国
NW

四国
送配電

九州
送配電

沖縄
電力

合計
(参考値)

太陽光 20.0 207.1 167.8 5.0 0.4 4.0 19.0 2.4 15.0 0.0 440.7

風力(陸上) 31.0 86.5 5.0 0.0 2.5 0.0 9.0 0.1 17.0 0.0 151.1

風力(洋上) 0.0 86.1 118.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 161.0 0.0 365.2

バイオマス等 1.0 11.4 4.5 2.0 0.2 0.0 2.0 0.9 6.0 0.0 28.0

水力(揚水除く) 1.0 0.8 0.6 0.0 3.1 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 5.9

地熱 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 2.0

火力 0.0 0.0 2.0 0.0 0.0 0.0 11.0 0.0 57.0 0.0 70.0

その他 15.0 1.2 6.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 32.5

合計 69.0 393.1 304.3 7.0 6.2 4.0 40.0 3.8 268.0 0.0 1095.5

＜契約申込みの受付状況＞ 単位：万kW



１．系統制約による自然変動電源の
出力制御の短期見通しと今後の対策

２．系統制約による自然変動電源の
出力制御の事後確認

３．一括検討プロセスによる増強待ち事業者の
早期連系
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系統制約による自然変動電源の出力制御の短期見通し算定結果

⚫ 発電事業者の事業収益性を適切に評価するためには、系統混雑による出力制御の予
見可能性を高めることが重要である。

⚫ 今回、短期間かつ簡易に試算できる方法※により、系統制約による自然変動電源の出
力制御見通しを算出した。その結果、2024年度においては、東京電力パワーグリッド
管内の2系統において自然変動電源の出力制御が発生する見通しを得た。算出結
果の詳細については、東京電力パワーグリッドより御報告いただく。

⚫ なお、この短期見通しは前提条件を基に算出した結果であり、電源の導入状況等に応
じて系統混雑による出力制御発生箇所・時期が変動し得ることに留意する必要がある。

⚫ また、今回は、2024年度における短期見通しを算出したが、足下の契約申込等の状
況から系統混雑の予見性を高めることも重要である。今後、”予想潮流”を公開するこ
とで契約申込の状況を踏まえた各系統の予想最大混雑量を確認することが可能となる
が、短期～中期的な系統制約による出力制御の予見性をどう確保していくか。

⚫ また、系統制約による自然変動電源の出力制御の長期見通しについても、短期見通
しの前提条件や、地内系統増強判断における電源ポテンシャルの想定方法及び地内
系統増強の動向等を踏まえ、引き続き試算方法を検討していく。

※本見通しは、系統混雑に伴う出力制御による供給信頼度評価を目的としたものではないことに留意。
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考えられる系統混雑への対策

⚫ 系統混雑による再エネ出力制御の抑制に向けては、以下のような対策があり得る中、こ
の他にどのような取組が考えられるか。また、対策の費用対効果や対策に要する時間、
混雑系統の特性等、どのような要素を考慮すべきか。

＜考えられる系統混雑への対策＞

１．蓄電池等の活用による混雑緩和

➢ 系統用蓄電池や、発電設備併設蓄電池の導入促進を通じた混雑緩和

➢ DERフレキシビリティシステムによる分散型エネルギーリソースを活用した混雑緩和

２．運用容量の拡大

➢ N-1電制装置の導入による運用容量の拡大

➢ ダイナミックレーティングの導入による動的な運用容量の設定

３．系統増強による対応

➢ レベニューキャップ規制期間中の増強規律(トリガー発動方法等)の検討

➢ ノンファーム型接続導入後の新たなローカル系統増強プロセスによる原則事業者負
担での系統増強策の整備
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系統混雑発生時の発電契約者への情報提供

⚫ 2024年4月より運用が開始される東京電力パワーグリッドのノンファーム一律制御の対
象となる発電契約者※は、ローカル系統の混雑による出力制御が見込まれる場合、発
電計画を再提出（発電計画値の書換え）する必要がある。

⚫ ローカル系統の混雑による出力制御時の適切な対応を促すためには、出力制御の対象
となる発電契約者に対して、出力制御の見込みを事前に情報提供することが重要であ
る。

⚫ 発電契約者への情報提供方法として、系統混雑による出力制御が見込まれる場合、
一般送配電事業者のHP等で計画値に対する制御率の見込みを公表することとして
いる。これら情報提供の在り方については、引き続き各一般送配電事業者で検討して
いくこととしてはどうか。

※東電PGのシステム改修後および他エリアでは、再給電方式（一定の順序）の出力制御順に基づく出力制御において
一律制御の対象となる発電契約者



⚫ 短期見通しの簡易試算における前提条件について、以下のように設定してはどうか。

➢ 2022年度以降の電源の導入量は、2024年度末までに運用開始が想定される
電源の導入量を反映することを基本としつつ、特定が困難な場合等は過去実績を
用いて将来的な導入量を想定する。

➢ 太陽光・風力の設備利用率は、過去の出力実績を用いて算出する。

10

（参考）短期見通しの前提条件

条件

算定対象 算定項目 ノンファーム再エネの制御率、制御電力量

対象系統 基幹系統およびローカル系統

対象年度 2024年度

算定条件 ベース潮流 2022年度実績

発電出力 ・2022年度開始時点で既連系の電源はベース潮流に反映
・調整電源・電源Ⅲが存在する場合は、最大限の抑制を考慮
・2022年度以降に連系する電源（未連系電源）の導入量は、以下のように想定
－特別高圧電源：2024年度末までに運用開始が予定されている電源を反映
－高圧・低圧電源：過去の電源導入量を参考に2023・24年度の導入量を想定

（例）2022年度の導入量を2023・24年度の導入量と仮定
・太陽光・風力の設備利用率は、2022年度の出力実績から算出

算定方法 Step1 ベース潮流に、未連系電源の出力想定を加算
Step2 運用容量超過の場合、混雑が発生する可能性ありとして扱う
Step3 調整電源・電源Ⅲの最大限の抑制を考慮しても運用容量が超過する場合、再エネの
出力制御が発生する可能性ありとし、超過量分をNF再エネ電源の出力制御量として扱う
Step4 NF再エネ電源の年間出力と、年間制御量から制御率を計算

（出所）系統ワーキンググループ（第47回）資料5（2023年8月）
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（参考）系統混雑の想定方法

（出所）制度設計専門会合（第60回）資料6（2021年4月）









１．系統制約による自然変動電源の
出力制御の短期見通しと今後の対策

２．系統制約による自然変動電源の
出力制御の事後確認

３．一括検討プロセスによる増強待ち事業者の
早期連系
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系統制約による自然変動電源の出力制御時の事後確認（論点まとめ）

⚫ 需給制約により一般送配電事業者が自然変動電源の出力制御を行った場合、広域
機関は、出力制御が適切であったかを確認し、その結果を公表している。

⚫ 基幹及びローカル系統の混雑時（系統制約）においても、一般送配電事業者が自然
変動電源の出力制御を行った場合、予め決められた一定の順序に基づき、適切に出
力制御されたかを事後的に広域機関が確認することとした。

⚫ 本日は、系統制約による自然変動電源の出力制御の事後確認について、以下の項目
を御議論いただく。
①事後確認の基本的な考え方
②事後確認公表のタイミング
③確認対象の選定方法





（参考）系統制約による再エネの出力制御時の確認

＜系統制約による出力制御時の確認方法（例）＞

項目 内容

状況 出力制御の指令時点で予想した混雑が発生する流通設備の潮流状況（予想潮流、運用容量等）

具体的
内容

調整電源※1、ノンファーム型接続の電源Ⅲ、ファーム型接続の電源Ⅲ、ノンファーム型接続のバイオマス電
源※2について、一定の順序に基づき、出力制御または停止の指令がなされたか（指令値が最低出力または停
止でなかった場合は理由を確認）

必要性 一定の順序で適切に自然変動電源の前段まで出力制御しても、予想潮流が運用容量を上回っていたか否か
18

※1：揚水式発電機の揚水運転、需給バランス改善用の蓄電設備の充電を含む
※2：専焼、地域資源（出力制御困難なものを除く）

⚫ 需給制約により一般送配電事業者が自然変動電源の出力制御を行った場合、広域機関は、出
力制御が適切であったかを確認及び検証し、その結果を公表している。

⚫ また、基幹系統の混雑時は、予め決められた一定の順序に基づき、一般送配電事業者によって
適切に出力制御されたかを事後的に広域機関が確認することとした。

⚫ ローカル系統の混雑時も、第三者による確認のため、予め決められた一定の順序に基づき、一
般送配電事業者によって適切に出力制御されたかを広域機関が確認することとしてはどうか。

⚫ 方法としては、系統制約により自然変動電源が出力制御された場合に、潮流状況等を踏まえ、
一定の順序で出力制御した具体的内容及び必要性を確認し、公表することとしてはどうか。

⚫ なお、系統混雑の起こり始めは、丁寧な確認が必要であるが、ローカル系統は基幹系統と比較し
て設備数が多く、自然変動電源が中心であるため、今後、確認対象が増加することが見込まれる。

⚫ このため、基幹及びローカル系統の混雑時において、確認を実施する対象日や系統を選定する等、
確認を効率化することも含めて、自然変動電源の出力制御の動向を踏まえた柔軟な確認方法
を検討することも必要ではないか。

（出所）系統ワーキンググループ（第46回）資料4
（2023年5月）
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①事後確認の基本的な考え方

⚫ 系統制約により自然変動電源が出力制御された場合に、出力制御ルール※に基づき調
整電源等が適切に制御されたことを広域機関が確認することとした。

⚫ 広域機関による事後確認の際は、以下の観点で確認を行うこととしてはどうか。
①出力制御ルールに基づく制御

調整電源等が出力制御ルールに基づき適切に制御されたことを確認
②自然変動電源の出力制御の必要性

①を実施してもなお自然変動電源の出力制御が必要だったかどうかを確認

調整電源の出力制御（※１）

ノンファーム型接続の一般送配電事業者等から
オンラインで調整できない電源（※２）の出力制御

ファーム型接続の一般送配電事業者等から
オンラインで調整できない電源（※３）の出力制御

ノンファーム型接続の
バイオマス電源（※４）の出力制御

ノンファーム型接続の自然変動電源の
出力制御

①出力制御ルール
に基づく制御

②必要性

（※１）揚水式発電機の揚水運転、
需給バランス改善用の蓄電設備の
充電を含む

（※２）専焼バイオマス電源、地域資源バイ
オマス電源、自然変動電源及び長
期固定電源を除く

（※３）FIT電源、専焼バイオマス電源、地
域資源バイオマス電源、自然変動
電源及び長期固定電源を除く

（※４）専焼バイオマス電源、地域資源バイ
オマス電源（出力制御が困難なも
のを除く）

※基幹系統の混雑における再給電方式（一定の順序）に基づく出力制御順および出力制御方法、およびローカル系統の混雑における
再給電方式（一定の順序）と同様の出力制御順および出力制御方法による制御
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（参考）「系統情報の公表の考え方」改定案

公表項目 補足説明

１．出力制御ルール（※１）に基づく出力制御の具体的内容
（１）調整電源
（２）ノンファーム型接続の一般送配電事業者等からオンライ
ンで調整できない電源（専焼バイオマス電源、地域資源バイオ
マス電源、自然変動電源及び長期固定電源を除く）
（３）ファーム型接続の一般送配電事業者等からオンラインで
調整できない電源（FIT電源、専焼バイオマス電源、地域資源
バイオマス電源、自然変動電源及び長期固定電源を除く）
（４）ノンファーム型接続の専焼バイオマス電源及び地域資源
バイオマス電源（出力制御が困難なものを除く）

２．自然変動電源の出力制御を行う必要性
自然変動電源の出力制御を行う必要性と制御必要量

・自然変動電源の出力制御が行われた系統・日時の中から選定
された系統・日時を対象に、出力制御が行われた日の属する月
毎に結果を公表する。

１．に関しては、以下の観点からの検証結果を公表する。
・調整電源を、エリアで必要な調整力を確保しつつ、当該混雑
系統内で最大限制御することを見込んでいるか。
・揚水式発電機の揚水運転や需給バランス改善用の蓄電設備の
充電を、エリアで必要な調整力を確保しつつ、活用することを
見込んでいるか。
・ノンファーム型接続の一般送配電事業者等からオンラインで
調整ができない電源（専焼バイオマス電源、地域資源バイオマ
ス電源、自然変動電源及び長期固定電源を除く）を、制御する
ことを見込んでいるか。
・ファーム型接続の一般送配電事業者等からオンラインで調整
ができない電源（FIT電源、専焼バイオマス電源、地域資源バ
イオマス電源、自然変動電源及び長期固定電源を除く）を、発
電事業者と事前合意された出力まで制御することを見込んでい
るか。
・ノンファーム型接続の専焼バイオマス電源及び地域資源バイ
オマス電源（出力制御が困難なものを除く）を、制御すること
を見込んでいるか。

２．に関しては、以下の観点からの検証結果を公表する。
・自然変動電源の出力制御の前段まで、調整電源等を出力制
御しても予想潮流が運用容量を上回る想定となっているか。

（※１）基幹系統の混雑における再給電方式（一定の順序）に基づく出力制御順および出力制御方法、およびローカル
系統の混雑における再給電方式（一定の順序）と同様の出力制御順および出力制御方法による制御をいう

赤字：変更箇所
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②事後確認公表のタイミング

⚫ 需給制約による出力制御の事後確認では、月単位の確認結果を翌月目途に公表す
ることとしている。また、年度単位の確認結果についても、翌年度に公表することとしてい
る。

⚫ 需給制約における年度単位の確認の目的が、自然変動電源の公平性評価（出力制
御機会の公平性）であることを踏まえ、系統制約における出力制御の事後確認では
年度単位の検証を不要とすることとしてはどうか。

⚫ また、系統毎に電源構成が異なること、確認対象が多いこと等の理由により、月単位の
確認には需給制約以上の時間を要することが想定される。 このため、月単位の確認結
果の公表時期は翌々月末※を目途とすることとしてはどうか。

※検証体制や実施状況に応じて変動し得る
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③確認対象の選定方法

⚫ 今後、自然変動電源の導入が増加することで系統制約による自然変動電源の出力制
御が複数エリア・複数系統で発生することが想定される。

⚫ 系統混雑の起こり始めは、丁寧な確認が必要であるが、特に設備数の多いローカル系
統は自然変動電源が中心であるため、今後、確認対象が増加することが見込まれる。

⚫ 混雑の発生状況や検証体制等を考慮し、確認数が多くなる場合は確認対象を選定
することとしてはどうか。また、確認対象の選定においては、対象系統数、対象日数、過
去の確認回数等の状況に応じて選定することとしてはどうか。



（参考）ローカル系統の特徴
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（出所）広域系統整備委員会（第62回）（2022年7月）資料2



１．系統制約による自然変動電源の
出力制御の短期見通しと今後の対策

２．系統制約による自然変動電源の
出力制御の事後確認

３．一括検討プロセスによる増強待ち事業者の
早期連系
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一括検討プロセスによる増強待ち事業者の早期連系

⚫ ローカル系統へのノンファーム型接続（以下、ローカルNF接続）を2023年4月から受
付した一方、ローカルNF接続が受付開始される前に開始された一括検討プロセスは､
ローカルNFの受付開始以降もプロセスが進められている。

⚫ 一括検討プロセスに参加する電源は、工事完了後、ローカル系統に対してファーム型接
続となる。他方、ローカルNFの開始により、系統の空容量がなくても早期に接続が可能
となったことから、一括検討プロセスに参加し、増強工事完了を待つ事業者（以降、一
括検討増強待ち事業者）が早期連系を希望する場合、一括検討プロセス完了後の
工事期間中においてローカルNF接続を認めることとした。

⚫ 次の整理内容で一括検討増強待ち事業者の早期連系の受付を開始し、系統に早期
連系することとしてはどうか。

➢ 早期連系を希望する事業者は、一括検討プロセスの工事費負担金入金後、接続
検討料を別途負担のうえ、早期連系の申込みを行う。

➢ 早期連系に伴う工事費負担金については、早期連系に係る追加費用分のみを別
途負担（原則事業者負担）のうえ、一括検討プロセスによる増強工事と併せて
精算する。
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⚫ 一括検討プロセス完了後の工事期間中においても、発電停止や平常時の系統混雑におけ
る出力制御等を前提として、ローカルNFによる連系は技術的には可能。

⚫ また、一括検討プロセス完了後の工事期間中において、ローカルNFを希望した者を連系す
る場合には、一括検討プロセスに参加した電源よりも先に連系される場合がある。

⚫ これらを踏まえ､一括検討プロセスが完了後の工事期間中に、ローカルNFによる連系が開
始される系統では、希望があれば一括検討プロセスに参加した電源もローカル系統の混
雑処理システムの利用を原則※１、２として、工事が完了するまでローカルNFを可能※３と
してはどうか。

⚫ ただし、工事の完了前に接続を行うこととなるため、ローカルNFに必要な接続検討料、
ローカルNFの運用に必要な整備費用（通信回線、制御端末の設置等）等の追加費
用が発生することとなる。

⚫ これらの費用については、工事完了までローカルNFを希望する一括検討プロセスに参加し
た電源が負担することを原則に、技術的な内容及び具体的な手続きについて詳細を検
討していくこととしてはどうか。

（参考）
③ 一括検討プロセスへの参加を継続し、系統増強の工事が完了するまで、

ローカルNFによる接続を希望するケース

※１ ①と同様に、一括検討プロセスを実施中の系統は、空き容量がなく、早期に平常時の系統混雑における出力制御等が見込まれる
一方、前項で議論した暫定措置や工夫による運用では、多くの電源を処理する際には運用の安定性が低下するおそれがあるため、
ローカル系統の混雑処理システムの利用を前提としているもの。

※２ ただし、一括検討プロセスを実施中の系統でも、一般送配電事業者が連系対応が可能と判断する場合は、連系を可能とする。
※３ 工事の完了後は、ローカル系統の混雑における出力制御等は不要となる。

（出所）系統ワーキンググループ（第44回）資料1-1（2023年2月）
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（参考）工事負担金の考え方

⚫ ローカルNFによる早期連系に伴う追加費用については、原則事業者負担と整理されて
いる。そのため、一括検討プロセスにおける工事費負担金の見直し（工事費負担金契
約の結び直し）などは行わず、早期連系に伴う追加費用分のみを負担すること（追加
の工事費負担金契約を締結）とする。

⚫ 早期連系に伴う追加費用の精算については、事業者により精算タイミングが異なることや
一括検討プロセス工事完了後でなければ正確な算定が出来ないことから、一括検討プ
ロセス精算時に併せて精算とする。

一括検討プロセス工事費負担金＝

一括検討開始対象設備 ＋ 一括検討開始対象設備ではない設備
(ローカルNF設備+配変) (アクセス線等)
※共通工事部分 ※個別工事部分

早期連系工事費負担金＝

一括検討開始対象設備 ＋ 一括検討開始対象設備ではない設備 ＋ ローカルNF接続 ＋ 更新受益増加分
(配変のみ) (アクセス線等) に必要な工事費 （概算）
※共通工事部分 ※個別工事部分 (通信回線・制御端末の設置等)

ローカルＮＦ
早期連系

一括検討
プロセス

一括検討プロセスでの取扱い

ローカルＮＦ早期連系での取扱い

一括検討プロセスでの取扱い

ローカルＮＦ早期連系での取扱い一括検討プロセスで取り扱うため除外




